　　　

医療法人設立のメリット・

　　　　　　　　　　デメリット

　　　　　　　　　　平成19年8月2日

　　　　　　　　　　税理士　田添　正寿　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

1.　医療法人の種類及び性格

（１）　医療法人制度の趣旨
　医療法人制度の趣旨は、

　　「医療事業の経営主体が医業の非営利性を損なうことなく法人格を取得する途を開くことにより、

①資金の集積を容易にするとともに

　②医療機関の経営に永続性を付与し、もって私人による医療機関の経営困難を緩和すること」

　　　　にあります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　結果として

1 高額医療機器の導入が容易になるなど医療の高度化が図れること

2 地域医療の供給が安定すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　といった効果が見込まれる。

　　　　　　　

　（２）医療法人の種類
　医療法人は、病院または医師若しくは歯科医師が常時勤務する診療所を開設することを主たる目的として医療法の規定により設立された法人をいい、社会医療法人、社団医療法人と、財団医療法人の３形態があります。

　社団医療法人は、医療施設を開設することを主たる目的とした人の集合体に法人格が付与されたものです。法人の資産は、社員の出資からなり、出資の持分定めのあるもの一般の法人（平成19年3月31日までに申請された医療法人に限る）と、出資額限度法人（平成19年3月31日までに申請された医療法人に限る）そして、出資の定めのないもの（基金拠出型法人）があります。

　財団医療法人は、医療施設を開設することを主たる目的として寄付された財産に法人格が付与されたものであり、したがって出資持分というものはありません。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　持分の定めのある社団医療法人

　　　　　　　　　　　　　　社団医療法人　　　　　（４０，９１４法人）

医療法人　　　（41,324法人）　 持分の定めのない社団医療法人　
　　　　　　　　　　　　　　財団医療法人　　　　　　（４１０法人）

　　　　　　　　　　　　　　　（396法人）　

　　2.　一人医師医療法人制度

　（1）一人医療法人とは
　昭和６０年１２月の医療法改正により、医師または歯科医師が一人または二人常時勤務する診療所を開設する小規模な診療所にも法人化の道が開かれました。

これがいわゆる「一人医師医療法人制度」です。

　この制度は、医療経営と家計、医業所得と給与所得を分離することにより、診療所経営の近代化を図るものであり、今後、医療事業に係る経営の合理化や組織の適正化を図ることを目的とした制度であり、基本的には従来の医療法人と全く同じ制度のものです。

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　科　　　　　

一人医師医療法人　　　（27,998件）　 　
　　（34,602件）　　　　　　　　　　　　　　歯　科　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6,604件）　

（2）医療法人の性格
　①　医療法人は、法人の得た利益（剰余金）を配当などのかたちで、分配することを禁止しています。（医療法54条）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　商法上の会社などの営利法人には該当しません。

②　ア、医療法人の営む医療事業には非常に収益性が高い事業であり、また、医療法人には公益法人のように積極的な公益性が要求されていない
イ、社団形式の医療法人は出資持分を有することができ、退社などに際し持分に応じた払戻しが受けられる、というような医療法人特有の性格がある。

　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　医療法人は純然たる公益法人ではない。
　

医療法人は、公益法人でも営利法人でもなく、いわば両者の中間的性格を持つ、医療法による特殊法人であるといえます。　
　（3）医療法人の非営利性

　　　　医療法人の非営利性は、法律上以下の2点が明記されています。

1 剰余金の配当禁止
　医療法第54条に剰余金の配当禁止規定を定め明確化しています。

　医療法人は商法上の会社などと違い営利性のない法人　

2 商行為の禁止

　医療法人が行うことができる業務は医療法第39条と第42条により、病院、診療所、介護老人保健施設の経営という本来の業務（本来の業務に付随した業務を含む。）と付帯業務だけに限定されており、それら以外の業務を営むことができないようになっています。
3 解散時の残余財産の帰属先の制限
　医療法人が解散した場合には、残余財産の帰属が国若しくは地方公共団体又は医療法人その他の医療を提供する者等になることが明確にされた。すなわち、医療法人の出資者へ残余財産は返還されないこととなる。　

　　　３.　医療法人のメリット　デメリット

メリット

（1） 税務上のメリット

　　①所得に対する税負担の軽減

　医療法人により、所得を最高５０パ－セントで課税される個人所得税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から、最高でも約３５パ－セントの税率で課税される法人へシフトし、更に給与所得控除額の適用を受けることによって、所得に対する税負担を軽減できる。

　　②役員退職金の支給

　個人の場合には、院長および専従者への退職金の支給は必要経費にならないが、法人の場合はその支給が損金となる。しかも、退職金に対する課税は、退職所得控除があり税負担が比較的少ない。　　　　　　　

　　③生命保険料の損金算入

　個人の場合には、生命保険料をどんなに払っても最高１０万円の所得控除があるだけであるが、法人で契約した場合には支払った保険料の全部（契約の仕方により一部の場合あり）が損金となる。

　　④妻に対する給与額の届け出不要

　個人の場合には、親族に給与を支払う場合には事前に税務署へ届け出をすることを要するが、法人の場合は届け出は不要である。

　　

（2） 運営上のメリット

　  ①医業と家計の分離

医療法人化により、医業経営と家計が分離され、経営の実態が把握しやすくなる。

　②事業年度の自由設定

個人の場合には、毎年１月１日から１２月３１日迄が計算の期間と定められているが、法人の場合には任意の１年間とすることができる。

③資金の集積を容易にする

    個人の場合以上に、経営母体がしっかりするため、銀行等に対する対外的な信用力の違いにより資金調達が容易になる。

④医療機関の永続性

   医療法人化により経営に永続性を持たせることができ、私人による医療事業の経営困難を緩和する。このことにより、高額医療機器の導入が容易になることや、地域医療の供給が安定することとなる。

デメリット

（1） 税務上のデメリット

　　①剰余金の配当禁止

　医療法人は剰余金の配当が禁止されているため、利益がそのまま法人に留保され個人において自由に使うことができない。

　　②交際費の損金算入制度あり

　個人には法律上の規定はないが、法人には次の区分に応じて損金算入限度額が決められている。

　　　資本金　　　　　　　　　　１０，０００万円以下　　　年４００万円　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　１０，０００万円超　　　　　　　　０円
　

　　2006（平成18）年度の改正で、交際費等の範囲の見直しが行われた。

1. 交際費等の範囲から、一人当たり5,000円以下の一定の飲食費を除外

2. 一定の飲食費

具体的には、飲食その他これに類する行為のために要する費用

専らその法人の役員、従業員又はこれらの親族に対する接待等のために支出する費用は除く

3. 　一人当たり5,000円以下の判定

　　　飲食等のために要する費用として支出する金額を、その飲食等に参加した者の数で除して計算した金額
4. 　適用条件＝一定の事項を記載した書類を保存
5. 　記載事項

ⅰ.その飲食等のあった日

ⅱ.その飲食等に参加した得意先、仕入先その他の事業に関係のある者等の氏名又は名称及びその関係

ⅲ.その費用の金額とその飲食店、料理店等の名称及びその所在地

Ⅳ.その飲食等に参加した者の数

Ⅴ.その他参考となるべき事項を記載した書類

　　③小規模企業共済の脱退

個人の時に掛けて所得控除の適用を受けていた小規模共済制度は、医療法人化後は脱退しなければならず、所得控除がなくなる。

　　④消費税の納税

平成９年４月に施行された新消費税法では資本金（出資金）が１０００万を超える法人の場合、設立初年度より消費税の納税義務者となり納税が発生します。

　　

（2）運営上のデメリット

　　①都道府県知事の指導、監督

個人で医院を開く場合には、保健所へ届ければよいが、法人で医院を行う場合には知事の認可が必要となる。また、法人設立後においても知事の指導、監督を受ける立場に置かれてしまう。

　　②事務処理が煩雑となり手数がかかる

法人の場合の帳簿処理は複式簿記（収入金額、必要経費の記帳だけでなく、資産、負債も併せて記帳する）が要求されており、しかも県への決算届け出（毎年）、法務局への資産の総額変更登記（毎年）そして役員変更登記（２年毎）が必要となる。

4.　医療法人設立の流れ

１．事前相談（医療整備課）                    ９月下旬に説明会開催

２．設立準備作業（注）                        １０月下旬までに作業終了

３．設立総会                                  １１月上旬

４．設立認可申請書の作成                      １１月中旬までに

５．事前審査（医療整備課医務班）              １１月下旬～１月中旬

６．設立認可申請書の提出                      １月下旬

７．本審査 （医療整備課）                     ２月より 

８．現地調査

９．医療審議会に諮問（医療整備課－審議会）  

１０．医療審議会で審議                        ３月中 審査決定

１１．医療審議会から答申（審議会－医療整備課）

１２．認可の決裁（医療整備課）

１３．認可書送付（医療整備課－保健所）

１４．認可書交付（保健所－申請者）認可書と申請書副本が交付    ４月中下旬

１５．設立登記申請書類作成     司法書士へ                     ４月～５月

１６．登記申請                                                ５月

１７．登記完了（法人設立）                                    ５月

１８．出資の払い込み                                          ５月 

１９．医療法人設立登記完了届けの提出（医療整備課）            ５月

２０．法人診療所開設許可申請書の提出（保健所）                ５月

２１．法人診療所開設許可申請書の審理（保健所）                ５月

２２．法人診療所開設許可書交付（保健所－申請者）              ５月

２３．個人診療所廃止届け（保健所）                            ５月

２４．法人診療所開設届け（保健所）                            ５月

２５．保険医療機関指定の切替手続（県社会部保険課医療係）      ５月

２６．社会保険適用事業所加入手続　　　　　　　　　　　　　　　５月～６月

（注）準備作業

１．定款案の作成            ・   名称決定

· 事務所の所在地

· 目的、法人設立の趣旨

· 診療所の名称および開設場所

· 会計年度

· 理事  ３人以上

   （未成年者・営利企業の役職員になっている方は不可）

· 理事長　理事のうちの１人

· 監事  １人

                               （設立しようとしている法人と利害関係が深い方は不可。

                                  例：理事長の配偶者・両親・子・兄弟・姉妹・祖父母・孫・当該医療法人の税理士等・大家【ビル所有者】・従業員等）

２．社員候補者の選定

３．役員候補者の選定

４．診療所に係る土地および建物、医療機器、備品並びに薬品等の所有関係および価額等を確認

５．出資内容および出資額の検討

６．（自己所有の土地、建物を法人と賃貸借する場合）適性と認められる賃貸料の範囲内で賃貸借契約書案（契約期間は概ね１０年以上）を作成、賃貸料の算定根拠、土地建物の登記簿謄本

７．現在の経営状態に基づき法人の事業計画書、予算案を作成

８．財産目録の作成（H１７．８．３１現在）

９．案内図、敷地図、および建物平面図

１０．債務残高証明および債務引継承認願

１１．設立決議録および設立趣意書

１２．医療法人を開設しようとする診療所の概要

１３．社員および役員の一覧

１４．職員の一覧

１５．予定役員報酬の一覧および過去二年間の収支実績

１６．設立者および役員の履歴書（印鑑証明を添付）

１７．設立代表者への委任状

１８．役員の就任承諾書

１９．医療法人を開設しようとする診療所の管理者就任承諾書

２０．医師免許証の写し（裏面も）

２１．リース機器等がある場合そのリース契約書および医療法人への引継ぎ承諾書（リース会社等からの承諾書）

　　　医療法人設立認可書受領後の各届出関連
　　　１．設立登記申請書の作成，提出（司法書士依頼→法務局）
　　　　　◎提出書類及び添付書類
　　　　　　・設立認可書（原本）
　　　　　　・医療法人設立認可申請書（副本）
　　　　　　・委任状（司法書士）
　　　　　　・印鑑届出書
　　　　　　・印鑑登録証明書（理事長個人）
　　　２．医療法人設立登記完了届（医療整備課）
　　　　　◎提出書類及び添付書類
　　　　　　・医療法人登記事項届
　　　　　　・登記簿謄本
　　　３．診療所開設許可申請書の提出（保健所）
　　　　　◎提出書類及び添付書類
　　　　　　・診療所開設許可申請書
　　　　　　・診療所の構造概要及び平面図
　　　　　　・敷地の面積及び平面図
　　　　　　・敷地周囲の見取図
　　　　　　・登記簿謄本（定款）
　　　　　　・医師免許証の写し（原本証明）
　　　　　　・設立代表者の履歴書
　　　　　　・不動産賃貸借契約書（賃貸人が医療法人であることと、契約が１０年以上　　　　　　　であること）
　　   ４．診療所開設届（個人診療所廃止届）
　　　　　　　　開設年月日以降に保健所に提出（即日受領）
　　　　　◎提出書類及び添付書類
　　　　　　・診療所開設届
　　　　　　・医師免許証の写
　　　　　　・設立代表者の履歴書
　　　　　　・開設しようとしている診療所の概要
　　　　　　・証明願（県保険課提出のため）
　　　　　　・診療所廃止届

　　  ５．保険医療機関指定申請（個人診療所廃止届）
　　　　　◎提出書類及び添付書類
　　　　　　・開設届の写し（証明願）→所轄保健所長の証明したもの
　　　　　　・平面図，付近案内図
　　　　　　・開設許可証の原本と写し
　　　　　　・保険医療機関指定申請書
　　　　　　・保険医療機関そ及指定願
　　　　　　・保険医療機関関係事項変更等届書
　　　　　　・療養取扱機関関係事項変更等届書
　　　　　　・設立代表者の履歴書
　　　　　　・保険医療機関指定通知書
　　　　　　・療養取扱機関申出受理通知書
· 保険医登録票（原本）→確認後返却　　

5. 医療法人設立の目的・具体手的事案
（1） 税金の対策より

　

（2） 事業承継を目的としたもの

（3） 福祉施設の設立を目的としたもの
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